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９月２０日�
８：００ 記念ゴルフ大会

会場 札幌ゴルフ倶楽部輪厚コース

９月２１日�
１４：００ 記念式典・全印工連メッセージ
１６：３０ 記念講演会
１８：３０ 記念パーティー

会場 札幌パークホテル

９月２２日�
８：００ 全国理事長会議
８：００ 全国事務局会議
９：３０ 全印工連フォーラム

会場 札幌パークホテル

１３：００ エキスカーション

輪輪厚厚ココーースス１１７７番番ホホーールル

メメイインン会会場場のの札札幌幌パパーーククホホテテルル
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明けましておめでとうございます。

皆さまにおかれましては、ご壮健で新しい年をお迎えのこと

と心からお慶び申し上げます。

昨年中は、組合事業推進に格別のご協力、ご高配を賜り厚く

お礼申し上げます。

３月１１日に発生しました東日本大震災は、日本全体に未曾有

の影響を及ぼし、経済は弱含みに推移し、さらに印刷業界にお

いてはメーカー工場等の被災により、用紙・インキ等の主材料

の調達難という大きな経営課題が生じました。

このような厳しい経営環境にありましたが、皆さまの弛まぬ

経営努力により企業の維持・発展が図られ、新しい年を迎えら

れましたことはご同慶の至りです。

昨年は、第２９回北海道情報・印刷文化典オホーツク大会を、

「“未来”をみつめ、“いま”を刷る～心をつなぐ未来の印刷」

のテーマの下、オホーツク支部の主管により８月に網走市で開

催し、オホーツク支部組合員の皆様はじめ全道各地から参加さ

れました多くの組合員と関連業界の皆様のご協力により盛会裡

に終了することができました。

また、組合設立７０周年記念事業を同時開催し、７０年にわたる

組合活動のなかで、あらゆる困難を克服し、先達が築かれました

偉業と伝統を、後世に引き継ぐ責務を果たすことができました。

これらの事業と通して、改めて業界組織の強さと協調性の豊

かさを確認し、高度情報化時代の中心的担い手であり社会生活

向上に寄与する文化産業として、さらなる発展を続けるための

大きな成果を収めることができました。

本年、北海道印刷工業組合は、これまで培ってきました事業

平成２４年新春を寿ぐ

北海道印刷工業組合
理事長 岡部 康彦
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の成果と実績を踏まえ、全印工連等と連携し、「組織の拡大」、

「広報活動の強化」、「明日に向って“魅力ある業界づくり運動”

の展開」、「“印刷の月”行事の取り組み」、「共済事業への加入

促進」、「福利厚生事業の実施」、「組織・財政状況の検討」など

を柱とした事業を積極的に展開し、組合員企業の一層の繁栄に

資して参ります。

加えて、本年は１５年振りの北海道開催となります全日本印刷

文化典が、９月に札幌市を中心に挙行されます。

全国の印刷産業人が、一堂に会し、協調と団結を確認し、そ

れぞれが地域社会における経済活動の推進と生活文化の向上を

図り、地域産業の振興発展に貢献するための研鑽を重ねる絶好

の貴重な機会となりますよう、ホスト工組として北海道人の心

と想いを込めてサポートを行い、明日の印刷産業のますますの

発展に繋げて参ります。

２００４年から組合員企業の勝ち残りを掛け進めてきました業態

変革事業は、昨年、総集編が発表され、本年ファイナルを迎え

ますが、今後も待ったなしで業態変革を実践、実行、継続して

いかなければ企業の存続・発展は、望むべくもないことは自明

の理であります。

業態変革なくして冬の雪売りに過ぎないと想う新年です。

最後になりましたが、関係諸官公庁、各機関・団体をはじめ

関連業界ならびに組合員の皆様の一層のご理解とご協力をお願

い申し上げ、東日本大震災により被災されまし方々の一日も早

い復興と平穏で安全な日常生活が戻りますことを希い、新しい

年が皆さまにとりましてより佳い年となりますようご祈念申し

上げます。
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平成２４年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申し上げます。

昨年の我が国経済を振り返ると、３月１１日に発生した東日本

大震災及びこれに伴う原子力発電所の事故等により未曾有の被

害がもたらされ、サプライチェーンの寸断や、エネルギー制約

など、その影響が広く及ぶとともに、欧米諸国等の財政問題等

を背景に急速な円高が進行するなど、経済の先行き不安が拭え

ない一年となりました。

こうした経済環境を踏まえ、当局としては、北海道経済の活

力ある自立的発展を実現していく観点から、産業界、大学をは

じめとした研究機関、自治体、金融機関等と幅広い連携を図り

ながら、以下を重点とした政策展開に努めてまいります。

第一に、我が国最大の食料供給地域であり、他の地域に比べ

て、更に大きく成長する可能性を持つ北海道の食関連分野の強

みを活かすため、引き続き関係機関と連携しつつ、新商品・新

サービスの開発や食品の機能性評価などの手法を活用し、農水

産物や食品の高付加価値化が可能な産業拠点づくりを進めると

ともに、強力な北海道ブランドを持つ観光・コンテンツ分野等

との連携を進め、「食の総合産業化」を目指す「食クラスター

活動」及び「国際戦略総合特区」の推進を支援します。

第二に、北海道の産業の厚みを増していくため、北海道の地

域特性である、安価な土地、豊富な水、冷涼な気候、優秀な人材等

に加え、自然災害が少ないという諸条件を活かし、企業のリス

ク分散の適地として生産拠点や研究拠点の立地を促進します。

また、これに加え、生薬の生産拠点としてのポテンシャルと

植物工場などの先端技術を持つバイオ分野や、優れたソフト

ウェア・アプリケーション開発技術を持つＩＴ分野、ニッチ

トップ・オンリーワン技術を持ち、地域経済を牽引するものづ

くり分野などの事業展開を支援します。

年 頭 所 感

経済産業省北海道経済産業局長
和田 修一
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第三に、北海道の地域経済を支える重要な担い手である中小

企業に、その潜在力・底力を発揮していただくため、地域金融

機関等との連携の下、金融と経営支援の一体的取組等を進める

とともに、引き続き、資金繰り対策や技術力強化、新たな海外

販路開拓支援などを通じて、戦略的経営力の強化に繋げてまい

ります。

第四に、経済成長を支える基盤を維持・強化するために、エ

ネルギーの安定供給に努めるとともに、地域に存在するエネル

ギー・資源の有効活用を進めるため、風力・太陽光・雪氷熱・

地熱等の再生可能エネルギーの導入拡大を支援するとともに、

省エネルギーの推進に向けて実践的な取り組みを推進します。

第五に、安心・安全な社会の確保を目指し、地域社会の課題

を解決する観点から、地域コミュニティ維持機能を持つ中心市

街地・商店街の活性化等まちづくりを支援するとともに、悪質

商法対策など特定商取引法及び割賦販売法の確実な執行を通じ

て、消費者利益の増進に努めます。

当局といたしましては、現場主義の原則に立って企業や関係

機関の声をしっかりと伺い、地域経済の実態を十分踏まえた上

で、適切かつスピード感を持って、これらの施策を展開してま

いります。

本年におきましても、関係各位の一層のご理解、ご協力を賜

りますようお願い申し上げます。

本年が皆様にとって実りの多い飛躍の年となりますよう、心

からお祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせていただきます。
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道民の皆様、明けましておめでとうございます。

お陰をもちまして、私が北海道知事として３期目の重責を担

わせていただいてから、初めての新春を迎えることができまし

た。皆様には、平素から道政各般にわたり深いご理解と暖かい

ご支援を賜り、心から感謝を申し上げます。

さて、昨年を振り返りますと、３月１１日に発生した東日本大

震災と福島第一原子力発電所の重大事故という我が国の経済社

会全体に大きな影響を及ぼし続けている未曾有の事態に直面す

るとともに、相次ぐ集中豪雨や大型台風の上陸、急激な円高や

世界的な景気後退が、厳しさを増す経済と暮らしに追い打ちを

かけ、ＴＰＰ協定交渉への参加問題に国全体が大きく揺れ動い

た、まさに「戦後最大の危機」を迎えた一年でありました。

道内におきましても、景気の低迷や大震災の爪跡が道民の暮

らしや経済に深刻な影響をもたらす中、原子力発電の安全性を

巡る諸課題、ＪＲ北海道の重大事故やＨＡＣの重大インシデン

トの発生、さらにはＴＰＰ問題への対応など、かつてない複雑

で難しい課題に直面しました。こうした課題への対処や一日も

早い景気の回復に向け、道民の皆様と手を携え、「地域」に徹

底的にこだわり、あらゆる手段を講じて全力を挙げて取り組ん

でまいりました。

一方では、上海や北京、台湾など東アジアでの積極的なトッ

プセールスを通じて、今後の交流拡大に向けた確かな感触をつ

かむことができたほか、「食クラスター」プロジェクトの本格

的な展開をはじめ、「再生可能エネルギー」活用の新たな広が

り、麦チェンを進める中での期待の道産新小麦「ゆめちから」

のデビュー、「なでしこジャパン」や福島千里選手など「どさ

年 頭 所 感

北海道知事 高橋はるみ
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んこ女子アスリート」の活躍など、北海道の明日につながる力

強い歩みが見られた一年でもあったと実感しています。

いま北海道は、大震災による影響に加え、様々な危機に直面

していますが、北海道の未来への確かな道筋を切り拓くために

も、この危機をむしろチャンスと捉え、震災後の「新しい基軸」

の中で、時代の変化や世界の潮流を見据えて、戦略的な取組を

積極的に推進していくことが重要です。

そのためにも、北海道の大きな強みである「北海道価値」を

最大限に活用し、食産業立国や新たな海外市場への戦略的な展

開、中小企業の支援など「経済再生と自立型経済産業構造の確

立」に向けた取組を一層推進するとともに、災害に強い地域づ

くりや成熟社会の実現など「安心して住み続けられるふるさと

づくり」、さらには、再生可能エネルギーの導入促進や次世代

環境モデルの構築、バックアップ拠点構想の推進といった本道

の優位性を活かした「先進的社会モデルの創造」に向けた取組

などを力強く進め、北海道の「新しい未来図」をしっかりと描

き、その実現を目指してまいりたいと考えております。

かつてない大変革の時代を迎える中、私たちの前には大きな

困難が立ちはだかっておりますが、世界、そして未来を見据え、

地域輝く新生北海道を築き上げるために全力を尽くしてまいり

たいと考えております。引き続き、道民の皆様の一層のご理解

とご協力をお願い申し上げます。

新しい年が、皆様にとりまして、希望に満ちた幸多き年とな

りますよう、心からお祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせてい

ただきます。
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新年明けましておめでとうございます。

旧年中は、当会の事業運営に格別のご支援とご協力を賜りま

したこと、厚くお礼申しあげますとともに、本年もご指導を賜

りますようお願い申しあげます。

さて、昨年は３月１１日に発生した東日本大震災の影響により

日本の社会、経済が大きく揺さぶられた年でした。とくに経済

面では自動車や電機、化学製品の部品メーカーが被災して製造

がストップし、サプライチェーンの寸断により多くの製造業が

生産の停滞を余儀なくされました。また、福島第一原発事故に

伴う計画停電の実施と節電の要請により、東北・関東地方では

機械稼動や温調設備、照明機器の使用を制限するなど、企業は

もとより生活者の日常にも支障が生じました。また、印刷産業

でもインキの原料メーカーが地震に伴う火事により被災し、イ

ンキ供給の逼迫という事態を引き起こしており、改めて危機管

理の重要性が浮き彫りになりました。

世界を見ると、震災後の日本を含めて大きなパラダイムシフ

トが起こりつつあります。資源や環境の有限性やインターネッ

トによる国境を越えた情報伝達、先進諸国の少子高齢化、新興

国の中流市民の増加に加え、地球環境問題、ギリシャの信用不

安に伴う欧州の金融危機。日本の産業には世界一の技術力があ

り、環境技術においても世界をリードしています。印刷産業に

も世界的に優れた多くの技術とアイデアがあります。これらの

諸問題を解決し、皆が活き活きと暮らしていける持続可能な社

会を構築するためにも、今こそ印刷産業が積み重ねてきた「情

報力」と「感性力」を活かす時だと思います。

私たちは示された目標やビジョンを達成するための努力を惜

しみませんが、目標やビジョンを描くことには苦手意識がある

新年のご挨拶

全日本印刷工業組合連合会
会 長 水上 光啓
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ようです。しかし、これからは自らの手でビジョンを描く必要

があります。未知との遭遇といえる新しいパラダイムの世界に

は明確な羅針盤が存在しないからです。自分が向うべきビジョ

ンや新しいビジネスを、我々自身の手で「創造」することが問

われるのです。それには、今までのように過去の成功体験をベー

スに現在を見つめるのではなく、現在から未来を見つめること

が求められます。

全印工連が８年間をかけて実施してきた「業態変革」事業は

今年３月をもって終了致します。しかし、企業としての業態変

革に終わりはありません。変化の著しい社会の中で、日常の中

に業態変革を組み入れて実践し続けることは経営者としての責

務といえます。業態変革事業で組合の皆様に提供してきた様々

な冊子やツールを活用し、ぜひ、自らのビジョンを描き、その

実現に向けて邁進して頂きたいと思います。

「連帯」、「対外窓口」、「共済」の役割を担う全印工連は常に

「行動する組合」であるべきです。有益な情報の収集・分析・

発信に加え、組合員の皆様の経営革新にお役に立つべく、各種

事業を迅速に遂行していくことが組合に課せられたミッション

であると考えています。この組合を通して、私たちが持つ「印

刷力」を発揮すべく、互いに切磋琢磨し、この厳しい難局を乗

り越えていこうではありませんか。

最後になりましたが、東日本大震災において被災されました

方々の一日も早い生活基盤の安定と地域社会・経済の復興を祈

念致しますとともに、この一年が組合員と関係各位の皆様にと

りましてよりよい年になりますことをお祈り申し上げ、新年の

ご挨拶といたします。
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経済産業省は、このほど、２０１０年（平成２２年）
の工業統計速報（４人以上の事業所）を発表した。
これによると、「印刷・同関連業」の製造品

出荷額は５兆９，６０９億５９百万円（前年比▲３．４％）
となり、６兆円を割り込んだ。事業所数は１３，８８３

事業所（同▲６．５％）、従業者数は２９５，７２２人（同
▲４．３％）となった。
印刷・同関連業の製造品出荷額が５兆円台に

落ちこんだのは１９８５年（昭和６０年）以来である。

事業所数 従業者数 製造品出荷額
事業所 前年比（％） 人 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２０１０年（平成２２年） １３，８８３ ９３．５ ２９５，７２２ ９５．７ ５，９６０，９５９ ９６．６
２００９年（平成２１年） １４，８５１ ９０．０ ３０８，８７８ ９４．６ ６，１７２，１３３ ９１．６
２００８年（平成２０年） １６，４８４ １０１．４ ３２６，４７６ ９７．９ ６，７３７，８４２ ９７．４
２００７年（平成１９年） １６，３０４ ９９．０ ３３３，４３５ １０１．１ ６，９１１，６６９ １０１．９
２００６年（平成１８年） １６，４６６ ９１．８ ３２９，８３０ ９６．７ ６，７７６，９１５ ９７．５
２００５年（平成１７年） １７，９１９ ９９．７ ３４０，８９０ ９８．４ ６，９４５，４４４ ９８．６
２００４年（平成１６年） １７，９５８ ９１．５ ３４６，２５５ ９６．０ ７，０３７，２２９ ９７．３
２００３年（平成１５年） １９，６２１ １００．６ ３６０，６１４ ９８．２ ７，２２７，５５９ ９７．５
２００２年（平成１４年） １９，４９３ ３６７，０３７ ７，４１１，１４０

印刷出荷額６兆円を割る
��������	
�

工業統計（４人以上の事業所）
（印刷・同関連業）
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全日本印刷工業組合連合会は、第３５回全国印
刷メディア協議会を開催する。
今回は、協議会テーマを「『デジタル時代の

印刷力』―紙の復権 印刷の逆襲―」と題し、
東日本大震災を機にテレビやインターネットに
ない役割や価値が再認識された紙メディアにつ
いて、紙の良さや印刷の素晴らしさ、電子メディ
アにはない紙メディアの優位性などを見直し、
顧客が求める印刷の価値を新たに創造するには
何が必要かを考える。

記
１．日 時 平成２４年２月９日�

協議会 １４：３０～１７：００
懇親会 １７：１５～１９：１５

２．会 場 ホテルメトロポリタン
東京都豊島区西池袋１―６―１
TEL０３―３９８０―１１１１

３．テ ー マ 「『デジタル時代の印刷力』
―紙の復権 印刷の逆襲―」

４．講演内容・講師
第１部 テーマ 「クロスリンクする印刷

メディアと電子メディア
が印刷の価値を新たに創
造する」

講 師 全日本印刷工業組合連合会
印刷産業ビジョン研究会
副委員長 水野 秀也氏

第２部 テーマ 「情報技術の進展からみ
た印刷メディア」

講 師 日本アイ・ビー・エム株式会社
執行役員 スマーター・シティ技術戦略担当

岩野 和生氏
第３部 テーマ 「ペーパーメディアがサ

スティナブルであるため
に」

講 師 特定非営利活動法人クリーン・プリント
理事長 阿部野耕一氏

５．会 費 会 議 費 ３，０００円
懇親会費 １０，０００円

７．申込締切 平成２４年２月６日�
８．申込・問合せ先

全日本印刷工業組合連合会
Tel０３―３５５２―４７５１
Fax０３―３５５２―７７２７

第３５回全国印刷メディア協議会のご案内
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青色申告法人が、平成２３年４月１日から平成
２６年３月３１日までの間に開始する事業年度にお
いて、当期末の雇用者数が前期末の雇用者数に
比して２人以上（大企業は５人以上）および１０
％以上増加していることが証明されるなど一定
の場合に該当するときは、２０万円に基準雇用者
数を乗じ計算した金額の特別税額控除ができ
る。ただし、当期の法人税額の２０％（大企業は
１０％）相当額が限度とされている。
１．適用条件
次の�～�までの要件をすべて満たしている
ことが必要。
�前期および当期に事業主都合による離職者
がいないこと

�基準雇用者数≧２人（大企業は５人）
基準雇用者数＝当期末の雇用者の数－

前期末の雇用者の数
�基準雇用者割合≧１０％

基準雇用者数基準雇用者割合＝ 前期末の雇用者の数

�給与等支給額≧比較給与等支給額
イ．給与等支給額とは、当期の所得の金額
の計算上損金の額に算入される給与等
（雇用者に対して支給するものに限る）
の支給額をいう。

ロ．比較給与等支給額＝前期の給与等の支
給額＋（前期の給与等の支給額×基準雇
用者割合×３０％）

�雇用保険法第５条第１項に規定する適用事
業を行っていること。

２．税額控除限度額の計算
税額控除限度額＝基準雇用者数×２０万円
当期の法人税額の２０％（大企業は１０％）相当

額が限度

page２０１２開催
page２０１２が、�日本印刷技術協会の主催で、

「PAGEからpageへ ePowerで新領域へ」を
テーマに開催される。

page展は、１９９８年に印刷・メディア業界のコン
ベンションとして開催され今回２５回目となる。
今年のpage展は、デジタル印刷、電子書籍に

加え、付加価値印刷、ソーシャル・コミュニケー
ションなども提供される。
同展では、展示の他にカンファレンス、セミ

ナーも開催される。

会期 平成２４年２月８日	～１０日

１０：００～１７：００

会場 サンシャインコンベンションセンター
TOKYO
（東京都豊島区東池袋３―１）

平成２４年新年交礼会日程
北海道印刷関連業協議会
１月１０日� １７：００ 札幌グランドホテル
オホーツク支部
１月１２日� １８：００ 北見ピアソンホテル
函館支部
１月１３日
 １８：００ 割烹旅館 若松
旭川支部
１月２０日
 １７：００ 旭川グランドホテル
十勝支部
１月２０日
 １８：００ 帯広東急イン
室蘭支部
１月２０日
 １８：００ 室蘭プリンスホテル
小樽支部
１月２７日
 １８：００ オーセントホテル小樽
札幌支部合同分区会
２月１７日
 １７：００ 札幌東急イン

雇用促進税制のご案内
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